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研究要旨 

死因別死亡統計は多くの中・低所得国で全数集計が達成されていないが、日本において

は明治 8（1875）年の死因統計から作成され、わずか 6年で戸籍に登録された死亡全数の

死因統計が公表されている。それを可能としたのは、岩倉視察団で渡欧した初代内務省衛

生局長 長与専斎が欧米の知見を取り入れ推し進めた医制を基礎とする衛生行政の展開

があったが、同時に明治初期にすでに人口千対 1 の割合で医者が全国にいた、というこ

ともある。医師の死亡登録を促すために、死亡届の様式と共に死因分類に合わせた病名表

が配布されており、洋方・漢方双方の医師の理解を助けたと思われる。 

明治 8(1875)年から 34（1901）年までの死因割合をみると、伝染性病の割合は少なく、

消化器病等が多い。その期間、死亡数は増加していたが伝染性病や発育及栄養的病は増加

せず、消化器系、神経系、呼吸器系の死因が増加していた。幼児・子供の死亡は多いが、

高齢者の死因をみると全身病、神経系、消化器諸病、呼吸器諸病が多い。現在の老衰、認

知症、肺炎に対応するのかもしれない。また悪性新生物は死因分類にはないが、胃癌など

が消化器諸病に含まれている可能性もある。1899 年に内閣統計局の人口動態統計が公表

されるが、衛生局の死因統計も継続的に公表されていた。双方の統計は一致せず、複数の

統計が併存していた理由は不明である。 

明治初期に日本が死因統計を整備した経緯は他国に対して示唆を与えるものである

が、すでにこの時期に医師は多く存在していたことから、江戸時代に遡った医療システム

成立についても視野を広げる必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

 死因統計はSDGs指標の多く（3.4.1、3.4.2、

3.6.1、3.9.1、3.9.2、3.9.3）を算定するために

必要であるが、いまだ多くの中・低所得国

で質・量（カバー率）の問題を抱えている。

一方日本では、死亡全数の死因統計は当然

のことのように整備されており、その成立

過程をみることで、他国に応用可能な死因

統計整備についての知見を得ることを目的

とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 医制発布とともに始まった死亡登録と死

因統計の成立について文献を収集し、衛生

局年報に掲載されている明治8(1875)年から

明治34(1901)年までの死因別死亡統計を用



いて、死因統計の特徴を明らかにした。 

 

（倫理面への配慮） 

 本分析は、制度に関する聞き取り結果、

公表済みの統計・資料・論文を用いるため、

倫理審査に該当する事項はない。 

 

Ｃ．研究結果 

 日本においては明治 8（1875）年から死

因統計が作成され、わずか 6年で戸籍に登

録された死亡全数の死因統計が公表されて

いる。それを可能としたのは、岩倉視察団

で渡欧した初代内務省衛生局長 長与専斎

が欧米の知見を取り入れ推し進めた医制を

基礎とする衛生行政の展開があったが、同

時に明治初期にすでに人口千対 1の割合で

医者が全国にいた、ということもある。医

師の死亡登録を促すために、死亡届の様式

と共に死因分類に合わせた病名表が配布さ

れており、洋方・漢方双方の医師の理解を

助けたと思われる。 

 明治 8(1875)年から 34（1901）年までの

死因割合をみると、伝染性病の割合は少な

く、消化器病等が多い。その期間、死亡数

は増加していたが伝染性病や発育及栄養的

病は増加せず、消化器系、神経系、呼吸器

系の死因が増加していた。幼児・子供の死

亡は多いが、高齢者の死因をみると全身病、

神経系、消化器諸病、呼吸器諸病が多い。

現在の老衰、認知症、肺炎に対応するのか

もしれない。また悪性新生物は死因分類に

はないが、胃癌などが消化器諸病に含まれ

ている可能性もある。 

 1899 年に内閣統計局の人口動態統計が

公表されるが、衛生局の死因統計も継続的

に公表されていた。双方の統計は一致せず、

複数の統計が併存していた理由は不明であ

る。 

  

Ｄ．考察 

 明治初期に日本が死因統計を整備した経

緯は他国に対して示唆を与えるものである

が、すでにこの時期に医師は多く存在して

いたことから、江戸時代に遡った医療シス

テム成立についても視野を広げる必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

 死因統計をフルカバレージとするには、

衛生行政を着実に実施する政策（法制）と

人材、また現場の実情に応じたきめ細かい

対応が必要である。日本の明治初期はその

条件を満たしたといえる。 
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